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Abstract：

ＴｈｅｐｕｒｐｏｓｅｏｆｔｈｉｓｓｔｕｄｙｗａｓｔｏｅｘａｍinetheModifiedCommunity-BasedCareManagement

(M-CBCM）＆IPScaremodelforpsychiatricpatientswhoreadmittedpsychiatricpatients

withinthreemonthofdischarge・ThisstudywasconductedwiththecoOperationofapsychiatric

hospitalinKyushuａｔｗｈｉｃｈＭ－ＣＢＣＭ＆IPSwereprovidedto41schizophrenicpatientsfrom

thetimeoftheirreadmissiontosixmonthsafterdischarge、

Thepatientshadbeenunstablebothintheirpsychiatricsymptomsandinself-caremanagement、

AllwereeitherreadmittedwithinthreemonthsoftheirpreviousdisChargeortheirhospitali‐

zationcontinuedmorethanthreemonths、

Evaluationsweremadeuponofreadmission，discharge，threemonthsandsixmonthsafter

discharge，Evaluationswerebasedonindexesratingpsychiatricsymptoms，dailylivingskills，

socialfunctioning,familyperceptionsofthepatientbeingaburden，QualityofLife（QOL）
andwork-rate・

Thepatientsweredividedintotwogroups：l8patients（GroupＡ）wereprovidedM‐

CBCM＆IPSand23patients（GroupＢ）wereprovidedonlyM-CBCM､Manyofthepatientsof

bothgroupslivedwiththeirfamilies,withparentsplayingthemajorroleintermsoffamily

support・

SignificantdifferencewerenotrecognizedbetweentwogroupsregardingtheBriefPsychiatric

RatingScale（BPRS)，theLifeSkillsProfile（LSP)，QOLandwork-rate､HoweverSignificant

improvementswererecognizedregardingBPRS，ＧＡＦ，ａｎｄＦＡＳＡｎｄｗｏｒｋ－ｒａｔｅａｔｔｈｅｔｉｍｅｓ

ｏｆsixmonthafterthedischargewerenotrecognizedbetweentwogroups・

ButpatientsinA-Grouphadhighwork-rateattheAtypeworkinghousewiththatof

B-Group・ButmanypatientsinbothgroupswereworkingatB-typeworkinghouseforpsy‐

chiatricpatients，ｎｏｔｉｎｔｈｅｃｏｍｐａｎｙ・

TheseresultswerediscussedfromaviewpointacknowledgingthesignificanceofM‐

ＣＢＣＭ＆IPS，thenecessityoffindingandutilizingcommunityresources，andtheimportance

oftransitionalsupportfromA-typeworkinghousetoA-typeworkinghouse．
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I．はじめに

平成18年４月から実施された障害者自立支援法、

平成１８年度に改正された障害者雇用促進法、平成

18年12月の障害者に関する再チャレンジ支援総合

プランでは、障害者の地域生活支援ならびに福祉

的就労・一般就労支援への移行支援が施策として

実施されているが、精神障害者303万人のうち３５

万人（11.6％）が施設入所し（身体障害者352万

人の中での施設入所者は19万人、5.4％)、さらに

精神障害者の就労率は、一般就労率（2.5％）・福

祉就労率（0.2％）とも就労ニーズがあるにもかか

わらず他の障害者の一般就労率（身体障害者１０．５％、

知的障害者20.7％）と比較してもその比率は低い！)。

一方、精神障害者のうち入院の内訳は40％が入

院３か月未満で退院していく患者、約25％が退院

後３か月未満で再入院してくる患者、２０％が入院

３か月以上の患者、１５％が20年以上の長期入院患

者であり、このうち退院後３か月未満で再入院し

てくる患者および入院３か月以上の患者約45％

(以後どちらも含み長期入院予備軍と呼ぶ）が地

域ケアや支援システムによって地域生活が可能で

あると考えられている幻。また国外において、再

入院を１年に２回もしくは20日以上繰り返すある

いは年間３か月以上入院している精神障害者には

集中・包括型ケア・マネジメント（Intensive

CaseManagement、現在はCommunity-Based

CareManagement、ＣＢＣＭと呼ばれている）お

よび個別就労支援（IndividualPlacementand

Support、以後IPSと呼ぶ）が集中的に退院後３－

６か月間提供され、精神障害者の地域生活の安定

化並びに障害者のニーズに応じた個別就労支援が

可能となり精神障害者の就労率が約７倍に増えた

ことが報告されている3)。またＣＢＣＭおよびIPS

を用いて支援を行うことで精神障害者の地域生活

を安定化させ、障害者の日常生活および社会的機

能を高め、精神障害者の生活への満足度を高める

という研究報告も多い4)･５１。しかし日本において、

社会的機能の全体的評定（GlobalAssessment

ofthefunctioning，以後ＧＡＦと呼ぶ、これは

0-100点で表わし、点数が高いほど社会的機能

が高いことを意味している）４０以上60未満で退院

後３か月未満の再入院を繰り返す患者および入院

３か月以上の患者の数が入院患者の45％を占める

にも関わらず（長期入院予備軍）、彼らへの

CBCMおよびIPSに関する研究報告は少ない。ま

た日本において精神障害者の再入院の関連要因と

して、「地域における居場所のなさ」「障害者同士

のネットワークの少なさ」があげられているにも

関わらず、地域における居場所やネットワーク構

築に関する体系的研究報告は少ない。当研究者ら

は、再入院を繰り返す精神障害者に対し、海外で

用いられている集中・包括型ケア・マネジメント

を、スタンフォード大学‘慢性疾患セルフ・マネ

ジメントプログラム（ChronicDiseaseSelf‐

ManagementProgram、以後をCDＳＭＰと呼ぶ）

を用いて6)日本の精神医療文化に適合するよう

CBCMを修正して、修正版集中・包括型ケア・

マネジメント（ModifiedCommunityBased

CareManagement、以後M-CBCMと呼ぶ）を

作成し、その成果を長期入院予備軍に対して実施

し、成果をあげることが明らかとなった7)。従っ

て今回、このM-CBCMに、さらに精神障害者の

福祉的・一般就労を促進できるとされているIPS

のエンクレープ方式（一人のジョブコーチが数人

の患者を受け持ち就労の場で支援する）を加え、

再入院を繰り返す統合失調症患者を対象とした地

域生活支援および就労支援モデルを開発すること

とした。

海外において、長期入院予備軍へのＣＢＣＭと

IPSの成果に関する研究が多々みられているが、

日本において精神障害者の入院者数の45％を占め

る長期入院予備軍に対するＣＢＣＭおよびIPSに関

する研究は皆無である。さらに日本の精神医療の

特徴、すなわち精神障害者のための社会資源や障

害者同士のネットワークが地域において少ない状

況を加味してCBCMを修正し（M-CBCM)、その

評価を行った研究は当研究者らの先行研究のみで
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ある8)。またさらにこれにIPSを用いた研究は皆

無である。そこで、本研究を行うことで、長期入

院予備軍の精神障害者に対し、どのような地域生

活支援が日本の精神医療において可能なのかを、

システムならびに具体的支援方法の側面から検討

でき、地域生活が安定しない精神障害者への生活

支援ならびに就労支援方法に関する基礎的資料を

提供することができるだろう。今回は特に長期予

備軍の中でも退院後３か月未満で再入院をする患

者を対象とした。

Ⅱ、文献検討

１．当研究者らによるＣＢＣＭの評価に関する研究

宇佐美らは、平成19年４月から平成20年３月ま

での間、所属機関及び施設の倫理委員会での承認

を得た後、研究に同意の得られた33名の統合失調

症患者に海外で有効性が示されているＣＢＣＭを

実施し、その評価を行った。このCBCMは、海

外における従来のCBCMに沿いながら9)、次のよ

うなチームによる支援を行った。すなわち、精神

看護専門看護師（非常勤）と外来主任（常勤）を

精神科ケア・マネージャーとし、患者の入院中２

か月間、退院後３か月間の精神科ケア．マネジメ

ントを提供した。患者の入院時に多職種からなる

精神科ケア・マネジメントチームを構築し、２週

間に１回、定期的なチームによるケア会議を実施

した。患者の入院中は、１週間に１回１時間以上、

患者のセルフケアへの支援および２週間に１回以

上の家族との面接を設定、実施し、患者のセルフ

ケアへの支援内容については、退院後に必要とさ

れかつ本人も希望しているセルフケア能力の獲得

への支援を行った。また家族に対しては、家族の

精神的・物理的負担感を軽減するための面接を行

い、必要に応じて社会的資源の導入、調整を行っ

た。また患者の退院後については、退院後３か月

間、１週間に１回以上の訪問看護、１週間に１回

以上地域の生活の場での患者との面接（日常生活

の再構築や症状管理への支援)、必要時に危機介

入を行った。また患者の退院後も２週間に１回ケ

ア会議を実施し、また家族については家族の精神

的負担、物理的負担感の軽減のため、２週間に１

回家族との面接を実施した。

このCBCMの対象者は平均年齢35.00歳（ＳＤ±

9.03)、発症年齢は23.21歳（ＳＤ±9.09)、クロルプ

ロマジン換算（以後CP換算）417.09（ＳＤ±364.19)、

過去１年間の再入院月数は7.51か月（ＳＤ±2.53）

で、単身者が多かった。ＣＢＣＭの介入によって

病状、日常生活・社会的機能、患者満足度は入院

時と退院時、退院時と退院３か月後で有意に改善

がみられ、入院前の再入院の繰り返しに比べ、退

院３か月以上地域で生活できるようになった。し

かし介入内容には、患者の病状の安定化を中心と

した支援が多く、患者のニーズや自己実現、生活

の場における社会資源の有効な活用ができていな

い、患者の地域でのネットワークを作ることが困

難、などの課題が残り、患者は退院後も病院のデ

イケア、作業所を使うに留まり、患者のニーズを

支援する精神科ケア・マネジメントにはなってい

ないことが課題として残された'0)。

また宇佐美らは、精神看護専門看護師が存在し

研究に同意の得られた九州管内の精神病院におい

て、長期入院予備軍29名に、再入院時から退院３

か月後までM-CBCMを実施し、病状、日常生活・

社会的機能、家族の負担感、ＱＯＬを用いて、再

入院時、退院時、退院３か月後に評価を行った。

退院後３か月以上地域で生活できた患者17名（Ｃ

群）と退院３か月未満で再入院もしくは退院でき

なかった患者12名（Ｄ群）に分けられた。両群と

も家族との同居者が多く、家族支援において両親

が中心的役割を担っていたが、退院３か月後の病

状、入院時・退院時・退院３か月後の、日常生活

機能、入院時・退院時QOLに有意な改善がみら

れ、日常生活機能は改善し、ＱＯＬも高くなって

いた。特に退院３か月後の病状、日常生活機能の

改善には両群間で有意な差がみられていた。また

家族の負担感はC群では特に退院時、退院３か月

後に有意に改善していた。また介入内容としては、
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C群では患者・家族双方への支援が行われ、病状

管理だけではなく人格や発達上の課題と今後の生

活上の要望、地域において患者の病状だけではな

く人格の特徴や成長発達上の課題を理解して関わ

る専門職の発掘と有無、精神障害者のための社会

資源だけではなく地域や他の障害者が用いる社会

資源を発掘し活用へとつなぐことが患者の地域生

活への定着を促進することが明らかとなった。こ

れらの結果を、M-CBCMの意義、地域資源の発

掘の必要性と「人」から「場」への移行支援の重

要性、家族支援の強化の必要性、本研究の限界と

今後への示唆の視点から考察を行っていたｌｌＩ。

２．日本における精神障害者のIPSモデルに関す

る研究

海外において、精神障害者に対し、精神科ケー

スマネジメントであるAssertiveCommunity

Treatment（ACT）やCBCMならびにIPSモデル

に関する研究は、アメリカ合衆国を中心に進めら

れており、ＣＢＣＭやＡＣＴにより精神障害者のセ

ルフケアや病状を改善し、精神障害者のニーズを

満たして地域での活動を定着させ、生活の質を高

めることができたと報告されるようになってきて

いる。またＡＣＴなどの精神保健福祉の援助チー

ムに加わって就労指導を専門的とするIPSに関す

る研究は、ニューハンプシャー州における自然発

生的な実験として始まった。ある精神保健センター

において、重い精神障害をもつ人へのデイケアプ

ログラムを閉鎖し、その代わりに、後にIPSとし

て知られる援助付き雇用プログラムを開始した。

その結果、プログラム参加者の中で、一般雇用へ

の算入率が33%から56％と著しく改善した。これ

により各州へと広がり、その職業的成果について

研究が進められ、IPSモデルに関しても、デイケ

アや福祉的作業所のプログラムからIPSプログラ

ムへの転換に関するいくつかの研究で、重い精神

障害をもつ人たちが一般雇用に移行できる潜在的

な可能性は、予想よりもずっと高いことが示され

た'２１．評価は多々あるが、IPS研究の地域生活へ

の支援システムの効果が明らかになっている。

しかしながら日本においては、IPSの成果につ

いては明らかではない。

Ⅲ、研究目的

本研究は長期入院予備軍の中でも、急性期治療

病棟を退院し、退院後3か月未満で再入院を繰り

返す統合失調症患者を対象に、M-CBCとIPSを

提供し、精神障害者の地域生活の安定化と就労支

援のためのモデル開発を行うことを目的とする。

Ⅳ、研究方法

１．対象者

調査に同意の得られた九州圏内の精神科病院の

急性期治療病棟において、退院後３か月未満で再

入院した統合失調症患者41名を対象とした。

２．研究期間

平成22年１月熊本大学大学院生命科学研究部等

疫学・一般研究倫理委員会、調査対象施設の倫理

委員会で承認を得た後から平成23年３月までの期

間、研究を実施した。

３．研究方法および分析方法

入院後７－８名ずつグループを作り、平成21年

度に開発したM-CBCMを実施した１３)。M-CBCM

は、精神看護専門看護師が精神科ケア・マネージャー

となり、入院中2か月間退院後の生活にむけた定

期的な本人および家族への支援とケース会議を２

週間に１回以上行い、また入院中と退院後３か月

間は、１週間に１回以上、次の活動のそれぞれ、

すなわち「精神科ケア・マネジメントチームによ

る訪問」「訪問看護ステーションによる訪問看護」

｢集団精神療法」「定期的なセルフケアプログラム

の提供」を実施した。

さらに退院３か月後に、IPS実施群（介入群１８

名、Ａ群)、M-CBCM追跡調査群（対照群23名、
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B群）とに、対象者の希望に応じて入ってもらい、

A群（IPS群）には就労支援を３か月間（退院３

か月後から退院６か月後）行った。IPSでは、就

労場所に応じた定期的な職業訓練、日々の振り返

りと焦点化した技能の修得を粘神科ケア・マネジ

メントチームの'|･'の精神保健福祉士、作業旅法土、

デイケア粁謹師、粘神新泌抑'1蒲洲iliらが行った。

就労支援スペシャリストはメンバーの''１にはまだ

存在しなかった。支援の頻度はケースにより異なっ

ていた。

そして、評価を入院時、退院時（M-CBCM導

入時)、退院３か月後（IPS導入時)、退院６か月

後（どちらも終了）に、簡易箱神症状評価尺度

(BriefPsychiatricRatingScale、BPRS)、社

会的機能評価（GlobalassessmentoftheFunc‐

tioning、ＧＡＦ)、日常生活機能評価（LifeSkills

Profile、LSP)、生活の質評IilIi（QualibyofLife、

QOL)、家族の態度（FamilyAttitudeScale、

FAS)、就労率で行い、２群間の比較にはMan､‐

WhitneyのＵ検定、介入前後の比較については

Friedman検定を用いた。統計学パッケージSPSS、

Ver､21.0を用いて雌的分析を行った。また介入内

容については、医療記録を質的に分析した。研究

の過程を図ｌに示す。

４･用いた質問紙

病状評価についてはBPRS（1988)、日常生活

機能についてはLSPを用い、社会的機能について

はＧＡＦを用いた。また、生活の質評価について

は、WHO-QOL日本語版を用い、家族の態度評

価については、ＦＡＳ日本語版を用いた。

１）BriefPsychiatricRatingScale(BPRS、1988）

ＢPRSは簡易糊''１症状評価尺度と呼ばれ、１９６０

年代に開発され、1988年にはオックスフォード大

学版BPRSとして改定されているが、心気的訴え、

不安、感情的引きこもり、思考解体、罪業感、緊

張、街奇的な行動や姿勢、誇大性、抑うつ気分、

敵意、疑惑、幻覚、運動減退、非協調性、思考内

容の異常、情動鈍麻等の18項日からなり７段階評

価を医療者が行う質問紙である。この質問紙は信

頼性係数が高く、因子分析による構成概念妥当性

も妥当であることが報告されているＬ１１。各項目７

点満点で合計126点、点数が高くなると病状が悪

いことを意味している。

２）LifeSkillsProfile（LSP）

ＬＳＰは日常生活機能を評価し、Rosen．Ａ、

Hadzi‐Pavlovic・DandParker．Ｇらによって

開発され、セルフケア、行動障害の少なさ、社会

的接触、コミュニケーションと蛍任感の５つの範

囲に分けられ、３９項Uから櫛成されている質問紙

である。この５つのカテゴリーからなる質問紙の

内的一貫性は高いことが報告され（α＝0.77-0.88)、

LSPは地域で生活を送る統合失洲症患者の人々の

機能と障害を評価するための衝間紙として発達し

てきている燭)。

3）TheGlobalAssessmem,ofFunctioning(GAF）

GAFはＤＳＭ-Ⅳ-TＲ（DiagnosticandStatis‐

入院中２か月 間退院後３か月間退院 後 ３ －

Ａ群ＩＰＳ(介

Ｎ層m6HgIOHN

Ｂ群追跡調査(対照群)２３名

４１名の対象者

Ｈ……鐙Ｉ
図１研究方法
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Edition-TextVersion、ＤＳＭ-Ⅳ-ＴＲ、精神疾患

の分類と診断）の５軸である社会的機能の全体的

評定であり、一定期間連続して心理的に病んでい

る状態から健康になるまでの全体的な心理社会的

機能を表している。０－１００点で表現し、点数が高

くなると社会的機能が高いことを意味しており、

GAFの再テスト法による信頼性はγ＝0.62-0.82の

範囲であることが報告されている'6)。

４）WHO-QOL日本語版

ＷＨＯによって作成され、患者の視点で生活を

評価した質問紙であり、身体的領域、心理的領域、

社会的関係、環境、全体的満足度の領域において、

計26項目から構成され、それぞれの領域の内部一

貫‘性はα＝0.66-0.80,再テスト法ではγ＝0.56-0.84

の中等度の相関がみられ信頼性は高い結果が得ら

れている。また妥当性については、基準関連妥当

性、構成概念妥当性についても概念の妥当性が十

分に検討されているが、精神疾患患者への適用は

まだ始まったばかりである'7)。

５）FamilyAttitudeScale（FAS）日本語版

統合失調症患者の家族の態度を測定する自記式

質問紙でありKavanaghらによって1997年に開発

され、家族の感情放出、批判的態度と行動を評価

する30項目からなり、４段階評価を行う質問紙で

ある。日本語版における再テスト信頼性はγ＝0.88、

TheCamberwellFamilylnterview（CFI)、

TheGeneralHealthQestionnaior（GHQ）尺

度との併存妥当性は中等度の有意な相関を示してお

り信頼‘性、妥当性が確認できたことを報告してい

る'8)。

６）患者特性に関する質問紙

患者特性（年齢、性別、発症年齢、入院期間、

過去の仕事期間、抗精神病薬の量、同居の有無◎

再入院の理由、主な支援者、社会資源の活用の有

無）について、医療記録から抜粋した。

７）介入内容の記載

医療者の対象者への介入内容について、医療記

録をもとに医療者の査定、実施した内容、医療者

の言動と患者・家族の発言と言動を記載してもらっ

た。また精神科ケア・マネジメントチームによる

ケア会議の記録も随時残していった。

５．研究の倫理的配慮

平成22年１月、熊本大学大学院生命科学研究部

等疫学・一般研究倫理委員会、調査対象施設の倫

理委員会で承認を得た後、対象者に研究の目的、

方法、意義、利益・不利益、プライバシーの保護

について説明を行い、同意を得た後に実施した。

また研究終了後、専門学会および専門雑誌へ発表

を行うがその際にも個人や施設が特定されないこ

とを伝え同意を得た。

Ｖ・結果

１．対象者の特徴

対象者の年齢は全体で37.46歳（ＳＤ±14.99)、

Ａ群（介入群）は33.82歳（ＳＤ±7.24)、Ｂ群（対

照群）は41.09歳（ＳＤ±15.51）で、Ｂ群の年齢が

有意に高かった。発症年齢は全体が21.12歳（ＳＤ

±8.13）で、Ａ群19.23歳（ＳＤ±4.27)、Ｂ群23.00

歳（ＳＤ±11.98）でＢ群が高かったが有意な差で

はなかった。さらに、ＣＰ換算は、全体で662.56

(ＳＤ士326.40)、Ａ群は675.00（ＳＤ±302.22)、Ｂ

群650.11（ＳＤ±350.58）でＡ群の方が多かったが

有意な差はみられなかった。また過去の入院期間

は、全体で4.60年（ＳＤ士4.49)、Ａ群は2.08年（ＳＤ

±2.40)、Ｂ群7.12年（ＳＤ±6.59）でB群の過去の

入院期間が有意に長かった。さらに、家族との同

居はＡ群14名（77.78％)、Ｂ群23名（１００％）で、

再入院の理由はどちらも妄想や幻聴の悪化だった。

また最終的な就労状況は、Ａ群が18名（100％)、

B群が18名（78％）と有意な差はみられなかった

が、Ａ群にはＡ型作業所への就労が３名存在して

いた。表１に対象者の特徴を示す。
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表１対象者の特徴

全体
ﾄF４１

（）はSＤ A群（）はSＤ B群（）はSＤ
P値

N=1８ I､吟2３

年齢（歳） 37.46（813） 33.82(7.24） 41.09（15.51） 0０２
申

CP換算 21.12（813） 675.0(302.22） 650.11（35Q58） NＳ

過去の入院期間（年） 4.60(4.49） 208(240） 7.12(6.59） 0．０３
車

家族との同居（名） 3７（90.25％） １４(77.78％） 2３（100％） NＳ

再入院の理由 妄想や幻聴の悪化 妄想や幻聴の悪化 妄想や幻聴の悪化 NＳ

就労支援 Ａ型３名（7.31％）
Ｂ型33名（80.48％）

Ａ型３名（20％）
Ｂ型15名（80％）

Ａ型０名

Ｂ型18名（78％）
NＳ

再入院者 ８名（19.50％） ４名（220％） 4名（17.39％） NＳ

｡p<0．０５

２．入院時、退院時、退院３か月後、退院6か月

後のBPRS、GAF、LSP、ＱＯＬ、FASの変化

病状については、BPRS得点が、Ａ群は入院時

62.10（ＳＤ±15.50)、Ｂ群は65.50（ＳＤ±12.34)、

退院時はＡ群36.47（ＳＤ±9.21)、Ｂ群40.12（ＳＤ

士12.05)、退院３か月後は、Ａ群は39.00（ＳＤ±

12.31)、Ｂ群は38.41（ＳＤ±9.55）で、退院６か月

後は、Ａ群41.12（ＳＤ±12.30)、Ｂ群39.41（ＳＤ±

11.07）で退院後病状得点は軽減していたが、２

群間に有意な差はみられなかった。またＧＡＦに

ついては、入院時、Ａ群38.46（ＳＤ±10.25)、Ｂ群

35.40（ＳＤ±11.44)、退院時は、Ａ群50.65（ＳＤ±

12.31)、Ｂ群49.60（ＳＤ±10.25)、退院３か月後は、

Ａ群53.45（ＳＤ±12.99)、Ｂ群52.55（ＳＤ±10.26)、

退院６か月後は、Ａ群54.56（ＳＤ±10.22)、Ｂ群53.

67（ＳＤ±9.26）で両群とも社会的機能は改善し

ていたが、両群間に有意な差はみられなかった。

LSPについては､入院時がA群107.56(ＳＤ±15.56)、

B群103.22（ＳＤ±15.42)、退院時は、Ａ群116.55

(ＳＤ士10.56)、Ｂ群111.44（ＳＤ±11.89)、退院３

か月後は、Ａ群119.45（ＳＤ±12.29)、Ｂ群116.95

(ＳＤ±13.42)、退院6か月後はＡ群116.40（ＳＤ±

12.22)、Ｂ群114.25（ＳＤ±12.40）と両群間とも退

院後改善がみられ、有意な差はみられなかった。

QOLについては、入院時A群は3．０３（SD±0.55)、

B群3.01（ＳＤ±0.67)、退院時は、Ａ群3.08（ＳＤ

±0.33)、Ｂ群3.06(ＳＤ±0.55)、退院３か月後は、

A群3.05（ＳＤ±0.25)、Ｂ群3.02（ＳＤ±0.43)、退

院６か月後は、Ａ群4.77(ＳＤ±0.26)、Ｂ群３．０８

(ＳＤ士0.27）と両群間に有意な差はみられなかった。

FASについては、入院時はA群54.44（ＳＤ±9.91)、

B群53.88（ＳＤ±8.21)、退院時はＡ群40.55（ＳＤ

±11.67)、Ｂ群42.55（ＳＤ±12.28)、退院３か月後

はA群41.55（SD士8.96)、Ｂ群は43.89（ＳＤ±13.01)、

退院６か月後は、Ａ群39.44（ＳＤ±6.81)、Ｂ群は

44.68（SD士10.80）と患者への否定的な態度は減っ

ていたが、両群間に有意な差はみられなかった。

さらに対応のある場合の母平均値の差の検定に

おいて、Ａ群においては、ＢPRS，ＧＡＦ，FASに

ついては入院時と退院時、入院時と退院３か月後．

６か月後で有意な変化がみられていたが、ＱＯＬ

については介入前後での変化はみられなかった。

またB群では、QOLで入院時と退院時に有意な変

化がみられていたが、FASでは有意な変化はみ

られないもののFASは悪くなっていた。また再

入院はＡ群については４名（22%)、Ｂ群は４名

(17.39%）で、再入院者は退院後３か月を過ぎた

後に再入院していた。以下に入院時、退院時、退

院３か月後、退院６か月後のBPRS，ＧＡＦ、LSP、

QOL、FASの変化の結果を表２から表６に示す。

３．両群間の支援の特徴

さらに支援の特徴を質的内容の分析を行うと、

両群とも支援の特徴としては、＜患者の健康的側

面と成長発達を支援する人的資源の獲得＞＜患者

の精神状態・病状・セルフケア・人格の特徴を理

－６９－



表２両群問の病状得点（BPRS）

入院時

退院時

退院３か月後

退院６か月後

全体
卜仁４１

（）はSＤ

63.80（13.92）

38.29（10.63）

38.71（10.93）

40.27（11.69）

表３両群間の社会的機能GAF得点の比較

全体（）はSＤ
N=４１

入院時 36.93（10.85）

退院時 50.13（11.28）

退院３か月後 53.00（11.63）

退院６か月後 54.12（9.74）

表４両群間の日常生活機能LSPの比較

入院時

退院時

退院３か月後

退院６か月後

表５両群間のQOLの比較

入院時

退院時

退院３か月後

退院６か月後

全体（）はSＤ
ハト４１

105.39（15.49）

113.99（11.23）

118.20（1286）

115.33（12.31）

全体
Ｎ二４１

（）はSＤ

302（0.61）

307（0.44）

3.04（0.27）

3.93（0.27）

．p<０．０５

表６両群間の家族の態度FASの比較

全体（）はSＤ
Ｎ=４１

入院時 54.16（9.06）

退院時 41.55（11.98）

退院３か月後 42.69（10.98）

退院６か月後 42.06（8.81）

A群（）はSＤ
ハト1８

B群（）はSＤ
Ｎ=2３

P値

62.10（15.50） 65.50（12.34） NＳ

36.47（9.21） 40.12（12.05） NＳ

39.00（12.31） 38.41（9.55） 1,喝

41.12（1230） 39.41（11.07） ＮＳ

A群（）はSＤ
N=1８

B群（）はSＤ
N=2３

P値

38.46（10.25） 35.40（11.44） ＮＳ

50.65（12.31） 49.60（10.25） ＮＳ

53.45（1299） 52.55（10.26） ＮＳ

54.56（1022） 53.67（9.26） ＮＳ

A群（）はSＤ
N二1８

B群（）はSＤ
ﾄF23

P値

107.56（15.56） 103.22（15.42） ﾄ喝

116.55（10.56） 111.44（11.89） ＮＳ

119.45（1229） 116.95（13.42） ＮＳ

116.40（12.22） 114.25（12.40） ＮＳ

A群（）はSＤ
N=1８

B群（）はSＤ
N=2３

P値

3.03(0.55） 3．０１（0.67） ＮＳ

3.08(0.33） 3.06（0.55） NＳ

３．０５(0.25） 3．０２（043） ﾄ喝

4.77（0.26） ３．０８(0.27） ０．０２
＊

A群（）はSＤ
N=1８

B群（）はSＤ
N二2３

P値

54.44(9.91） 53.88(821） NＳ

40.55（11.67） 42.55（1228） NＳ

41.55(8.96） 43.89（13.01） NＳ

39.44(6.81） 44.68（10.80） NＳ

解する＞＜治療チームによる進捗状況の確認＞

＜今後の生活に必要とされるセルフケアへの支援＞

＜家族の患者への対処行動の獲得支援と家族のス

トレス・マネジメントへの支援＞が抽出された。

さらにＡ群ではく就労における弱点と長所の発見・

就労の場との調整＞＜必要とされる就労技法の獲

得支援＞＜就労支援における専門家の助言の活用＞

に分類できた。一方Ｂ群ではく時間がたつにつれ

支援が一貫しない＞＜治療チーム全体の就労支援

へのあきらめとまとまりの悪さ、就労支援の断片化

＞＜病状の安定化以外の治療目標が見えにくい＞

が支援の特徴として抽出された。これらの結果を

表７に示す。
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表７両群間の支援の特徴

Ａ群
患者の健康的側面と成長発達を支援する人的資源の猿得

患者の精神状態・病状・セルフケア・人格の特徴を理解する

治療チームによる進捗状況の確誕

今後の生活に必要とされるセルフケアへの支援

家族の患者への対処行動の獲得支援と家族のストレス・マネジ
メントヘの支援

就労における弱点と長所の発見・就労の場との鯛整

必要とされる就労技法の穫得支援

就労支援における専門家の助言の活用

Ⅵ、考察

両群とも前回退院後、３か月未満で再入院して

きた患者で、両群とも再入院率は22％-17.39％と

先行研究と比較をすると少ない再入院率と考えら

れた。従って今回のモデルで、患者の地域生活期

間は延長できたと考えられた。また日常生活機能、

社会的機能も改善していたが、IPSの提供が患者

の就労をさらに促進したとは言い難かった。今後

就労支援の支援方法に関する検討、就労支援のシ

ステム化、就労支援スペシャリストの雇用等をは

かっていくことが必要であると考えられた。

１．M-CBCM＆IPSの意義

今回、先行研究で開発してきたM-CBCMに加

え、個別就労支援モデルとしてのIPSモデルを介

入群とし、M-CBCMの対照群との比較を行った。

今回対象となった患者は退院後３か月未満で再入

院してきたケア困難な患者であったが、M-CBCM

を実施することで再入院は防げることが明らかと

なった。さらに、M-CBCMにIPSを加えること

で、患者の就労が可能となることも明らかとなっ

た。また両群とも福祉的就労率はよく、M-CBCM

で生活を支えることで、就労希望が満たされやす

いことも明らかとなった。またM-CBCMにIPS

モデルを加えることで、一般就労は困難であった

が、一般就労に近い雇用契約に基づく就労すなわ

ちＡ型就労継続支援事業所で仕事をすることがで

B群
患者の健康的側面と成長発達を支援する人的資源の痩得

患者の梢神状態・病状・セルフケア・人格の特徴を理解する

治療チームによる進捗状況の硫腿

今後の生活に必要とされるセルフケアへの支援

家族の患者への対処行動の獲得支援と家族のストレス・マネジ
メントヘの支援

時間がたつにつれ支援が一貫しない

治療チーム全体の就労支援へのあきらめとまとまりの悪さ、就
労支援の断片化

病状の安定化以外の治療目標がみえにくい

き、社会の中での雇用形態に近づくことが可能と

なっていた。

Price''１は、入院が長期にわたっている精神障

害者に対し、高度看護実践家もしくは精神保健福

祉士あるいは修士号をもつ梢神保健の専門家を精

神科ケア・マネージャーとした集中・包括型ケア・

マネジメントは、人格上の問題や発達上の問題を

もつ統合失調症患者の退院後の生活期間を延長さ

せ、再入院を抑制し、患者のリカバリーを促進す

ると報告しており、今回も同様の結果が得られて

いた。すなわち、M-CBCMは患者の地域での生

活を安定化させるだけでなく、患者の自己実現を

可能にする支援と考えられた。

さらにIPSモデルをM-CBCMに加えることで

さらに精神障害者の就労支援を促進することがで

きると考えられたが、一般就労への移行はみられ

ず、海外の結果と比較すると異なった結果であっ

た。今後福祉的就労のみではなく、一般就労支援

に関するプロトコールやスタッフの訓練が必要で

あると考えられた。

２．本研究の限界と今後への示唆

今回、介入群と対照群は対象者の希望に応じて

分類したため、本人の意向や意欲が結果に影響を

与えており、就労支援についてはIPSモデルの影

響とは考えることが困難な側面が存在している。

従って今後無作為化を行って２群間の比較を行い、

対象者数を増やして結果の内的・外的妥当性を高
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めることが必要であると考えられた。

しかしながらM-CBCMが退院後３か月未満で

再入院してきた患者の地域生活を延長させ、日常

生活や社会的機能を改善することは明らかとなり、

患者の就労支援を行っていくためにも地域生活の

安定化を図ることが重要であることは再確認でき

た。

今後M-CBCMを提供しながら精神障害者の自

己実現をさらに、どのように支援できるのか、を

検討していく必要があると考えられた。
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